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国際バルク戦略港湾政策
[徳山下松港・宇部港の事例]
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○日本の主要な一般炭の取扱岸壁は、近隣諸国と比較して整備年が古
く、岸壁水深も浅い傾向にある。

ばら積み貨物船の大型化 石炭（一般炭）を取り扱う岸壁の水深と整備時期（近隣諸国との比較）

資源・エネルギー等の輸入の状況

○近年、世界的なばら積み貨物の「荷動き量の増大」と「輸送距離の延
長」を背景に、一括大量輸送によるコスト低減を図るため、ばら積み
貨物船の大型化が進展している。

○近年、中国の石炭・鉄鉱石輸入量が急速に増加。

世界の石炭輸入量の推移 世界の鉄鉱石輸入量の推移

出典：CLARKSON「The Bulk Carrier Register 2016」等より国土交通省港湾局作成

我が国の貿易量・貿易額の構成比

出典：Lloyd‘s Register「Ports&Terminals Guide」等より国土交通省港湾局作成
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出典：WSA「Steel Statistical Yearbook」 、IEA「Coal Information」より国土交通省港湾局作成
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資源・エネルギー等の輸送を巡る状況
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出典：国土交通省港湾局作成
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企業間連携による大型船を活用した効率的な海上輸送網の形成を推進

これまで これから

中型船による輸送
（個々の企業による輸送）

海外積出港

A港 B港 C港

【具体的な取組の例】

●資源・エネルギー等の輸入拠点となる港湾において大型船が入港できる岸壁等の整備

●企業間連携による大型船での共同輸送の促進
荷さばき施設等の整備に対する補助、税制特例措置 等

○我が国は、資源・エネルギー等のほぼ100%を輸入に依存。近年、近隣国の輸入量急増により、資源獲得競争が激化。
○ばら積み貨物船の大型化が世界的に進展している中、我が国では大型船に対応できる港湾は限定的。

課題

対応

大型船による大量輸送
（複数企業によるばら積み貨物の相積み等）

海外積出港

二次輸送
（内航船）

複数港寄り
（大型船）A港

B港
C港

鉄鉱石：木更津港、水島港・福山港

石炭：小名浜港、徳山下松港・宇部港

国際バルク戦略港湾

穀物：釧路港、鹿島港、名古屋港、
水島港、志布志港

資源・エネルギー等の安定的かつ安価な輸入の実現に向けて
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：補助対象範囲

アンローダー

対象者 ：埠頭を運営する民間事業者
対象施設 ：ばら積み貨物を能率的に荷さばきするための施設
補助率 ：１／３

ベルトコンベア

アンローダー

ベルトコンベア

岸壁 泊地、航路
ばら積み
貨物船

港湾機能高度化施設整備事業費補助の概要
資源等の海上輸送網の拠点となる港湾の機能強化

に係る税制特例措置の概要

対象埠頭：特定貨物輸入拠点港湾における一定の要件を満たす

埠頭

対象施設：国の補助を受けて取得した荷さばき施設等

年 限：取得後１０年

特 例：固定資産税・都市計画税 課税標準２／３

特例期間：平成２５～平成３０年度

：税制特例措置の範囲

荷さばき施設等への支援
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H21d H22d H23d H24d H25d H26d H27d H28d H29d H30d H31d H32d

国際バルク戦略港湾に係る取組経緯

●第１回 国際バルク戦略港湾検討委員会 開催（Ｈ２１．１２）

●国際バルク戦略港湾育成プログラム作成（H２３．８）

●国際バルク戦略港湾を募集（Ｈ２２．６）

●第１５回国際バルク戦略港湾検討委員会 開催
→ 国際バルク戦略港湾の選定結果を公表（H２３．５）

●改正港湾法 公布（Ｈ２５．６）

●改正港湾法施行令・港湾法施行規則 公布（Ｈ２５．１１）

●改正港湾法・港湾法施行令・港湾法施行規則 施行（Ｈ２５．１２）

●
特定貨物輸入拠点
港湾（石炭）に指定
（Ｈ２５．１２）

●
特定貨物輸入拠点
港湾（石炭）に指定
（Ｈ３０．２）

港湾法等

関係法令

の改正等

小名浜港国際物流ターミナル整備事業

小
名
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各
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国際バルク戦略港湾に係る取組
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国際バルク戦略港湾政策の推進

小名浜港（石炭） 釧路港（穀物） 徳山下松港・宇部港（石炭）

水島港（穀物） 志布志港（穀物）

小名浜港実施中プロジェクト 徳山下松港実施中プロジェクト釧路港実施中プロジェクト

志布志港実施中プロジェクト水島港実施中プロジェクト

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約４割削減

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
最新鋭石炭火力発電所の建設計画が進展

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約２割削減

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
貯炭場において出荷設備の増強が進展

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約２割削減

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
新たな穀物関連企業の進出

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約１割削減

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
飼料製造工場等への設備投資が進展

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約４割削減

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
サイロ増設や飼料メーカーの立地計画が進展

民間投資 約3000億円 民間投資 約116億円 民間投資 約56億円

民間投資 約330億円 民間投資 約114億円

【これまでの経緯】

○平成22年6月 国際バルク戦略港湾の公募

○平成23年5月 国際バルク戦略港湾を選定

○平成25年6月5日 海上輸送の効率化に資する

ばら積み貨物の輸入拠点の形成に

関する改正港湾法の公布

○平成25年12月1日 改正港湾法及び

関係政省令の施行

○平成25年12月19日 小名浜港を特定貨物輸入拠点

港湾（石炭）に指定

○平成26年12月4日 港湾管理者（福島県）が

特定利用推進計画を作成

○平成28年2月24日 釧路港を特定貨物輸入拠点

港湾（穀物）に指定

○平成29年9月4日 港湾管理者（釧路市）が

特定利用推進計画を作成

○平成30年2月23日 徳山下松港を特定貨物輸入

拠点港湾（石炭）に指定
７



徳山下松港・宇部港（国際バルク戦略港湾(石炭)）の概要

・効率的な石炭輸送ネットワークを形成するため、徳山下松港・宇部港を国際バルク戦略港湾（石炭）に
選定。

・石炭の輸送コストを低減することで、石炭をエネルギー源とする我が国産業の競争力強化に寄与。
（徳山下松港・宇部港を拠点として、西日本一円に輸送コスト低減の効果が波及。）

【徳山下松港・宇部港の石炭輸送ネットワーク】

衣浦
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（化学）

水島
日本エクスラン （化学）
中国電力（電力)

竹原
電源開発（電力)
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JFE物流（運送）
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日本製紙（製紙）
東洋紡（化学）
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西日本の拠点

ケープサイズ船等満載

姫路
ダイセル （化学）
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徳山下松港へのケープサイズ船等満載
での入港を検討

（出典）港湾統計より 国土交通省港湾局作成
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【全国の港湾における石炭の取扱状況】

万トン

８



○効率的な石炭輸送ネットワークを形成するため、平成２３年５月に徳山下松港・宇部港を国際バルク戦略港湾に選定。
○平成２８年度より港湾整備事業着手（完成予定 平成３１年度、総事業費 ３０２億円）。平成２８年度には、土質調査、

設計を実施。平成２９年度より現地着工。
○公共投資に併せ、民間の貯炭場等の投資が進展。
○民間事業者による一体的な埠頭運営実現のため、平成２９年９月に山口県及び関係企業７社により「やまぐち港湾運営

株式会社」を設立。これを受けて、平成２９年１２月２５日に山口県が同社を港湾運営会社へ指定。
○石炭の輸入拠点としての機能や効率的な運営体制が整ったことから、国土交通大臣が港湾法に基づき、徳山下松港を特

定貨物輸入拠点港湾として平成３０年２月２３日に指定した。

桟橋（水深19ｍ）L=390m

下松地区

徳山地区
新南陽地区

沖の山地区

芝中地区

各港各地区へそれぞれパナマックス船の
減載（8万DWT減載）等により石炭を輸入。

ケープサイズ船が満載で下松地区に、2次輸送で徳山地区に入港可能となる。
また、パナマックス船が満載で下松地区に、2次輸送で新南陽地区、宇部港に入
港可能となる。地区間の共同輸送により、輸送コストが約2割削減※される見込み。

岸壁（水深12m）（80m延伸）

岸壁（水深13m）（L=325m）

徳山下松港宇部港

現状 将来
ケープサイズ船満載（14万DWT）
必要岸壁（水深19m、延長390m）

パナマックス船満載（8万DWT）
必要岸壁（水深14m、延長320m）

岸壁（水深12m）（L=240m）

【新南陽地区】（関係企業1社）
・東ソー(株)

【徳山地区】（関係企業３社）
・出光興産(株) ・（株)トクヤマ
・周南バルクターミナル(株)

【下松地区】（関係企業２社）
・JXTGエネルギー(株)
・中国電力(株)

【宇部港】（関係企業1社）
宇部興産(株)

― 既設石炭取扱岸壁
― 整備中

※国土交通省港湾局試算

岸壁（水深14m）（110m延伸）

岸壁（水深14m）（L=280m）

【民間投資事例】
貯炭場において、平成29年度より、
出荷設備の増強など、約56億円を投資予定

徳山下松港・宇部港の取組み状況 （進展・効果）
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徳山下松港における港湾運営会社の概要

○民間事業者による３地区の石炭貨物を扱う埠頭群の一体的・効率的な運営を実現するため、平成２９年１２月２５日に
山口県が「やまぐち港湾運営株式会社」をバルクとしては初の港湾運営会社として指定。

○平成３０年度から高効率の荷さばき施設（アンローダー等）の整備を経て、平成３３年度から港湾運営会社による本格
的な港湾運営が行われる。

[ 港湾運営会社の概要 ]

○商 号 ： やまぐち港湾運営株式会社
○所在地 ： 山口県周南市築港町９番１号
○設立日 ： 平成２９年９月２９日
○資本金 ： ５０，０００千円
○代表者 ： 弘中 勝久（山口県副知事）
○職員数 ： 役員１０名、従業員２名
○出資者 ： やまぐち港湾運営株式会社株主名簿

名　　称 保有株式割合

出光興産(株) 7%
宇部興産(株) 7%
JXTGエネルギー(株) 7%
周南バルクターミナル(株) 7%
中国電力(株) 7%
東ソー(株) 7%
(株)トクヤマ 7%
山口県 51%

新南陽地区 徳山地区 下松地区

[公共埠頭]-12m×240m（1B：既設）
-12m×80m（延伸）

[埠頭用地] 4ha（既設）

[公共埠頭]-14m×280m（1B:既設）
-14m×110m（延伸）

[埠頭用地] 9ha（既設）

[公共埠頭]-19m×390m(1B:新設)

[埠頭用地] 6ha（新設）

○東ソー(株) ○(株)トクヤマ
○周南バルクターミナル(株)
○出光興産(株)

○中国電力(株)
○JXTGエネルギー(株)
○宇部興産(株)

港湾運営会社による一体的・効率的な運営

国から港湾運営会社へは、以下の支援を講じることができる。

１．行政財産の貸付け

港湾運営会社は、港湾運営にあたり、重要な事業基盤であるバルクターミナルを構成する行政財産（国有港湾施設、港湾管理者が所
有する港湾施設）の貸付けを受けることができるようになり、当該港湾のバルクターミナル全体の一体運営が可能となる。

２．高効率の荷さばき施設の補助

港湾運営会社は、ばら積み貨物を能率的に荷さばきするための施設（アンローダー、ベルトコンベア）に補助を受けて整備できる。
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Ministry of Land、 Infrastructure、 Transport and Tourism

港湾の中長期政策「PORT 2030」
最終とりまとめ（案）

～資源エネルギーサプライチェーン

の多様化への対応～
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・グローバルSCM 、農林水産品輸出、越境EC
等も活用して、世界で稼ぐ

・人手不足に対応し、国内輸送を支える

・再生部品輸出や越境修繕サービス等のサー
キュラーエコノミーの取込み

・アジアのクルーズ需要の更なる取込み、寄港地
の全国展開、国内市場の開拓

・地域の価値を向上させ、観光客や市民を引寄
せる美しい「コトづくり」空間に

・ロジスティクスを核として付加価値を生み出す
新たな産業の展開

・資源エネルギーチェーンの世界的な変化の先
取り、コンビナート再生

・地球環境や海洋権益の保全

・AIやIoTを活用した港湾の建設・維持管理・運営サイクル全体のスマート化、強靱化
・様々なつながりを通じて新たな付加価値の創出を目指す「Connected Industries」
を支えるプラットフォームに進化させるとともに、海外展開やスマートワーク化を促進

１．グローバルバリューチェーンを支
える海上輸送網の構築

２．持続可能で新たな価値を創造す
る国内物流体系の構築

３．列島のクルーズアイランド化

４．ブランド価値を生む空間形成

５．新たな資源エネルギーの
受入・供給等の拠点形成

６．港湾・物流活動のグリーン化

７．情報通信技術を活用した
港湾のスマート化・強靱化

８．港湾建設・維持管理技術の
変革と海外展開

中長期政策の方向性（８本柱）Ⅰ．列島を世界につなぎ、開く港湾
【Connected Port】

Ⅱ．新たな価値を創造する空間
【Premium Port】

Ⅲ．第４次産業革命を先導するプラットフォーム 【Smart Port】

新たな
価値を
創造

あらゆるモノ、ヒト、情報、主体、空間をつなぐ、「 フィジカル＆サイバー プラットフォーム 」へと進化

○2030年の港湾
Cyber Port

Physical Port

☆ 地政学的な変化やグローバルな視点を意識
☆ 地域とともに考える
☆ 「施設提供型」から「ソリューション提供型」へ
☆ 「賢く」使う
☆ 「進化する」港湾へ

✓ 新興市場の拡大と生産拠点の南下、インバウンド客の増加
✓ 人口減少・超成熟化社会の到来と労働力不足
✓ 第４次産業革命の進展
✓ 資源獲得競争の激化と低炭素社会への移行
✓ 巨大災害の切迫とインフラの老朽化

国内外の社会経済情勢の展望 港湾政策の基本的理念

最終とりまとめ
（案）の提示

第70回港湾分科会
論点整理

施策の方向性の検討
具体的な施策の検討

最終とり
まとめ

平成30年夏

中間とりまとめ
（案）の提示

第69回港湾分科会

施策の具体化中長期的な港湾
政策検討の視点

第63回港湾分科会
H28.4.25 H29.11.10 H30.3.13

パブリックコメント
（H29.12.18～H30.2.28）

中間とりまとめ
公表

H29.12.18【スケジュール】

港湾の中長期政策「ＰＯＲＴ 2030」の構成・スケジュール
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バ
ル
ク
貨
物

ドライ
バルク

4.8億トン
38%

穀物 0.3億トン、2%

鉄鉱石1.4億トン、11%

石炭
1.8億トン、
14%

原料炭 0.7億トン 6%

一般炭 1.0億トン 8%

マイナーバルク1.5億トン、
11%

液体バルク
4.1億トン

32%

原油1.7億トン、14%

石油製品 0.5億トン 4%
ガス （LNG・LPG等）
1.8億トン、14%

我が国のバルク貨物の将来動向

○我が国のバルク貨物取扱量はほぼ横ばいで推移すると想定されるが、内訳については、ＬＮＧ輸入が増加する一方で製油所
等の統廃合に伴い原油輸入は微減。一方でナフサ、エチレンの輸入や石油製品、鉄鋼製品の輸出は増加するなど、生産構
造の変化を反映してサプライチェーンへのニーズは変化するものと想定される。

中期的見通し

・中国の成長鈍化を背景に世界経済の減速に伴い、国内需要は漸
減。ただし、自動車や電気機器等に用いる高付加価値用鋼材の
輸出は増加傾向。また、中国産鋼材の輸出増に伴い国際市場で
の競争は激化するが、日系高炉各社は高付加価値品中心に一
定の競争力を確保しうる

・国内の都市ガス需要は、今後も産業需要を中心に他燃料のガス
転換が進むと予想され、需要は緩やかに増加

・石油製品需要は自動車の燃費改善や燃料転換等に伴い、国内
向け販売量は減少、これに伴いガソリンや軽油の輸出量は増加
傾向

・原子力発電を補完するベース電源として高効率炉の増設や高水
準の稼働が見込まれることから、引き続き需要は増加

出典：「各電源の特性と電源構成を考える上での視点
（資源エネルギー庁、平成27年）」及び「 日本

産業の動向〈中期見通し〉（みずほ銀行産業調
査部、平成27年）」をもとに港湾局作成

・我が国の人口減少に伴い、畜産需要や直接消費といった国内需
要は微減傾向

我が国のバルク貨物の構成

・薄板等の高付加価値鋼材の輸出増、石炭やLNG輸入増への対応が必要

今後の取扱量
見込み
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○石油製品需要は燃費改善や燃料転換等により、国内向けの燃料油の販売量は減少傾向であり、
10年前と比べて約3割減少。合わせて、日本国内の製油所においては製油能力を縮小しており、
生産量は減少傾向である。

○これに伴い、生産量と販売量との差に当たる量が輸出に回っており、この10年で燃料油輸出量は
約1.5倍に増加。

○製油能力を縮小により、化学製品の生産に必要な原油由来のナフサ（燃料油とともに生産される）
が不足。これより、石油化学製品生産のナフサの海外依存度が高まっている状況。

燃料油の輸出について
は10年前の約1.5倍に

10年前から3割減少
⇒化学製品の生産に必

要な原油由来のナフ
サが不足

⇒ナフサ輸入の必要性

出典：経済産業省石油統計

21 22 28 34 31 30 27 24 28 28 

燃料油輸出

量…

238 229 219 208 
194 197 193 200 193 

185 

国内向け販売

量…

259 
251 247 242 

224 227 220 224 221 213 
国内消費量

214 

0

50

100

150

200

250

300

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

[百万ｋｌ]
【我が国の燃料油の消費動向】 【ナフサの国産・輸入量の推移】

国内で利用するナフサ
の約６割が輸入に

出典：石油化学工業協会

ガソリン・軽油等の内需減少に伴う輸出の増加

１４



○我が国のバルク貨物の大半は、民間企業が所有・管理する専用岸壁で取り扱われている。
○民有岸壁の多くは高度成長期に整備された施設であることから、近隣諸国と比較して水深面でも見劣りするほか、

建設後４０年以上経過する施設が既に７５％を占める等、陳腐化や老朽化が進行している。

整備岸壁数

建設後50年以上経過する施設数

（累積による見通し）

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

民有岸壁の整備時期及び整備後50年以上の施設の累積

１０年未満

2%

１０～２０年未満

2%
２０～３０年未満

6%

３０～４０年未満

15%

４０～５０年未満

42%

５０年以上

33%

岸壁（民間）

※国土交通省港湾局調べ （アンケート回収企業のみ集計のため、全数調査ではない）

［施設数］

［整備年］

バルク岸壁の水深と整備年（日中韓比較）
【石炭】

10
15
20
25
30
35

1955 1975 1995 2015

日本
中国
韓国
台湾

水深（ｍ）

10
15
20
25
30
35

1955 1975 1995 2015

日本（専用）
中国
韓国

【鉄鉱石】水深（ｍ）

供用年次

10
11
12
13
14
15
16
17

1965 1975 1985 1995 2005 2015

日本（専用）

中国

韓国

【穀物】
水深（ｍ）

※整備年が不明な
神戸港は除く

※海外と日本の主要なばら積み貨物を取扱う港湾における、供用中の最大岸壁水深とその整備年をプロット

出典：Lloyd‘s Register「Ports&Terminals Guide」、Lloyd‘s「PORTS OF THE WORLD 」、
Shipping Guides「GUIDE TO PORT ENTRY」、国総研資料第525号（平成21年3月）
「北東アジアにおける三大バルク貨物の輸送動向の分析」、企業・船会社等より
ヒアリング、各港湾HPに基づき国土交通省港湾局作成

バルク岸壁の水深と整備年、専用岸壁の老朽化
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北極海航路を利用したＬＮＧの輸入が見込まれる

液化水素運搬船による
水素の輸入が見込まれる

○シェールガス革命とパナマ運河の拡張に伴い、今後米国からのＬＮＧ輸入増や北極海沿岸からのＬＮＧ輸入開始、さらには
未利用の褐炭から製造した豪州からの水素輸入の開始等が見込まれるなど、世界的な構造変化が予想される。

○米国産LNGを端緒に、転売を禁止する「仕向地制限条項」が撤廃される動きが広がっており、世界最大のLNG輸入国である
日本は、LNGの取引集積と価格の形成・発信の拠点（ハブ）の地位を目指している。→ 交渉力の向上や価格抑制を期待。

ラトロブバレー

【未利用資源 褐炭】
・水分が多く輸送効率が低い
・自然発火の危険性あり

褐炭を一酸化炭素に変えた上
で、水と化学反応させて水素
(気体)を製造

パナマ運河拡張による米国産
ＬＮＧの輸入増加が見込まれる

エネルギー供給の多様化・柔軟化

サビンパスＬＮＧ基地
（ルイジアナ州）

パナマ運河

米国産LNGは

第三国への
転売が可能

取引が集積し、価格
の形成・発信が行わ
れるLNGハブ拠点に

これまで日本が
輸入してきた
LNGの大半は

転売が認められ
ていなかった

シェール
ガス革命

ロシア北極圏
のLNG開発

ヤマル地域には全世界
の２２％の天然ガス埋
蔵量が集中している。
（JOGMEC資料より）

【日本の電力・ガス会社のLNG調達量】

日本全体で世界の約１／３

日本の調達量
約8800万トン
(約36%) 
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バルク貨物輸送を取り巻く課題と施策の方向性

【課題】

○ 我が国の輸出入貨物の８割は資源エネルギー等のバルク貨物が占めている。バ
ルク貨物の大半は民間の専用岸壁で扱われているが、高度成長期に整備された
施設が多いため、近年の船舶の大型化に対応出来ていないのみならず、老朽化
も進行。

○ 鉄鋼等の基礎素材産業は我が国の産業競争力の源泉であり、また電力等のエ

ネルギーコストは我が国の立地競争力全体に影響することから、輸送コスト低減
は重要な課題。

・ 国際バルク戦略港湾政策の更なる推進
・ 完成車や基礎産業素材等のバルク貨物の企業の枠組みを超えた共同輸送の

促進
・ 鉄鋼や石油化学等の業界再編統合や生産設備の更新投資等と合わせた専用

岸壁等の輸送インフラの更新、改良、強靱化の促進

バルク貨物の輸送コスト削減を通じた我が国の産業競争力強化

原材料やエネルギー輸送の効率化を通じて地域の産業及び
我が国を支える港を目指す
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○新エネルギーの受入れについて、大型船が入港できる港湾の最適配置を行うことで、資源エネルギーを安定的かつ安価に
供給し、また、調達先の多様化を通じて輸送リスクの低減やサプライチェーン強靭化を図る。

○バルク貨物岸壁において、老朽化・陳腐化した生産設備の更新タイミングに合わせて、輸送インフラの更新、改良、強靱化を
促進することで、生産性の飛躍的向上を図る。特に、石油関連産業については、国内外の競争激化に対応するため、輸出用
公共桟橋を確保すること等によって臨海部コンビナートの連携を促し、輸出競争力を強化する。

○事業集約等によって生じた空き地にLNGや水素といった親和性のあるエネルギー産業の誘致を促進する。

企業間の共同輸送の促進を通じた基礎素材産業の競争力強化等
５．新たな資源エネルギーの受入・供給等の拠点形成

○資源エネルギーの安定的かつ安価な供給の実現、調達先の多様化による輸送リスクの低減とサプライチェーンの強靱化
○臨海部コンビナートにおける生産性の飛躍的向上、地域経済を支える基礎素材産業の競争力強化

老朽化対策ととも
に大型船に対応し
た港湾施設に更新

コンビナート内・間の共
同会社への港湾施設貸

付による一体運営

フォークリフトや
トランスファークレーン等
への水素モビリティ導入

水素発電に合わせ、
水素輸入に対応した

港湾機能の強化

水素発電所

製造過程で水素が
副産物として生成

製鉄所、化学工場

再生可能エネルギー

余剰電力を供給

事業集約で生じた空地に
自立型水素燃料電池システム

や水素製造装置等を導入

企業間連携輸送による石油・
石油化学製品の大ロット輸出

（輸出用公共桟橋の整備、輸出
用ローディングアームの支援）

水素

石油・

石油化学
製品

石炭

○新たなエネルギー受入拠点の最適配置等

ICTを活用した共同輸送の促進
（配船情報共有サイト、荷役技術の効率化）

水素タンク
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